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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　親機側無線送受信部と子機側無線送受信部とが構成する第一無線通信手段により双方向
無線接続される親機と子機とを備え、前記親機と前記子機との少なくともいずれかが制御
対象電気機器に対する遠隔制御用主装置とされたコードレス電話システムにおいて、
　前記遠隔制御用主装置に設けられ、電気機器側無線送受信部と双方向無線通信するため
の、前記第一無線通信手段とは別の第二無線通信手段を構成する主装置側副無線送受信部
と、
　前記制御対象電気機器の制御に関与する制御用送信情報を、前記主装置側副無線送受信
部から前記制御対象電気機器側へ送出する制御用送信情報送出手段と、
　前記制御対象電気機器からの前記制御用送信情報に対応する応答情報を前記主装置側副
無線送受信部にて受信する応答情報受信手段と、を有し、
　前記制御用送信情報は、前記制御対象電気機器に予め定められた動作を行なうように制
御指令するための動作制御指令情報を含むものであり、前記応答情報は前記動作制御指令
情報に基づく前記制御対象電気機器からの制御結果を反映した制御結果応答情報を含み、
　前記遠隔制御用主装置には、複数の前記制御対象電気機器を機器特定情報と対応付けて
登録する機器登録部と、前記制御用送信情報の送出先となる制御対象電気機器を指定する
ための送出先機器指定情報を取得する送出先機器指定情報取得手段とを備え、
　前記制御用送信情報送出手段は、取得した送出先機器指定情報に基づき前記機器登録部
上にて制御用送信情報の送出先となる制御対象電気機器を特定するとともに、該制御用送
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信情報を対応する機器特定情報とともに前記主装置側副無線送受信部から送信する一方、
前記応答情報受信手段は、対応する制御対象電気機器の機器特定情報とともに前記応答情
報を前記主装置側副無線送受信部にて受信するとともに、
　前記送出先機器指定情報取得手段は、前記親機又は前記子機の少なくともいずれかに設
けられた送出先機器指定入力部からの前記制御対象電気機器の選択入力情報を前記送出先
機器指定情報として取得するものであり、
　前記制御状態管理記憶部は前記機器登録部に登録されている前記制御対象電気機器の前
記制御状態報知情報を前記制御管理情報として記憶するものであり、前記応答情報受信手
段が前記制御対象電気機器からの制御結果応答情報を受信することにより、前記制御状態
管理記憶部の該制御対象電気機器に対応する制御状態報知情報を、受信した前記制御結果
応答情報に基づいて更新するものであり、
　前記ダイアル操作部の前記操作ボタンには、個々の操作ボタンに割り当てられた前記制
御対象電気機器の制御状態報知情報を自身の点灯状態により表示出力する発光部が前記制
御管理情報出力手段としてそれぞれ設けられてなることを特徴とするコードレス電話シス
テム。
【請求項２】
　前記動作制御指令情報は前記制御対象電気機器の動作電源のオン又はオフを指令するた
めのものであり、前記制御結果応答情報は、前記制御対象電気機器からの前記動作電源の
オン／オフ制御結果を含むものである請求項１記載のコードレス電話システム。
【請求項３】
　前記機器登録部は、前記親機又は前記子機に設けられたダイアル操作部の操作ボタンに
前記制御対象電気機器を個別に割り当てる形で前記登録を行なうものであり、各操作ボタ
ンが前記送出先機器指定入力部として使用される請求項１又は請求項２に記載のコードレ
ス電話システム。
【請求項４】
　前記親機が前記遠隔制御用主装置として定められ、前記子機には、前記送出先機器指定
入力部にとして使用される操作入力部と、該操作入力部からの前記制御対象電気機器の選
択入力情報を前記第一無線通信手段により前記親機に送信する選択入力情報送信手段とが
設けられ、
　前記親機には、前記制御対象電気機器から受信した前記制御結果応答情報を前記機器特
定情報とともに前記第一無線通信手段により前記子機に送信する制御結果応答情報送信手
段が設けられ、
　前記子機には、該制御結果応答情報の内容を、対応する制御対象電気機器が特定可能な
形で出力する制御結果応答情報出力手段が設けられている請求項１ないし請求項３のいず
れか１項に記載のコードレス電話システム。
【請求項５】
　前記制御用送信情報は、前記制御対象電気機器に対し自身の現在の制御状態を前記遠隔
制御用主装置側に報知するための制御状態報知情報の送信を要求する報知要求指令情報を
含むものであり、前記応答情報は該報知要求指令情報に対応する制御状態報知情報であり
、
　前記親機又は子機に該制御状態報知情報の出力手段が設けられている請求項１ないし請
求項４のいずれか１項に記載のコードレス電話システム。
【請求項６】
　前記制御状態報知情報は前記制御対象電気機器の動作電源のオン・オフを特定するオン
・オフ情報である請求項５記載のコードレス電話システム。
【請求項７】
　前記遠隔制御用主装置において、前記応答情報受信手段は複数の前記制御対象電気機器
からの前記制御状態報知情報を前記機器特定情報とともに受信可能とされてなり、さらに
、前記遠隔制御用主装置は、受信した前記制御対象電気機器の制御状態報知情報を前記機
器特定情報と対応付けて制御管理情報として記憶する制御状態管理記憶部を有してなり、
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　前記親機及び前記子機の少なくともいずれかに、前記制御状態管理記憶部に記憶されて
いる前記制御管理情報を出力する制御管理情報出力手段が設けられている請求項５又は請
求項６に記載のコードレス電話システム。
【請求項８】
　前記親機が前記遠隔制御用主装置として定められ、該親機には前記制御管理情報を前記
子機側に前記第一無線通信手段により送信する制御管理情報送信手段が設けられ、
　前記子機には、送信された該制御管理情報を出力する制御管理情報出力手段が設けられ
ている請求項７記載のコードレス電話システム。
【請求項９】
　前記子機には前記第一無線通信手段を介して前記親機側に前記制御管理情報の送信を要
求する制御管理情報要求手段が設けられ、
　前記制御管理情報送信手段は当該送信要求を受信することにより前記子機へ前記制御管
理情報を送信する請求項８記載のコードレス電話システム。
【請求項１０】
　前記操作ボタンに設けられた前記発光部は、発光パターンの互いに異なる点灯状態によ
り、当該操作ボタンに割り当てられた前記制御対象電気機器の互いに異なる制御状態を識
別可能に表示するものである請求項９記載のコードレス電話システム。
【請求項１１】
　前記操作ボタンに設けられた前記発光部は、複数の発光色を出力可能とされ、発光色の
互いに異なる点灯状態により、当該操作ボタンに割り当てられた前記制御対象電気機器の
互いに異なる制御状態を識別可能に表示するものである請求項９又は請求項１０に記載の
コードレス電話システム。
【請求項１２】
　前記操作ボタンに設けられた前記発光部は、該操作ボタンに前記制御対象電気機器が割
り当てられていない場合に消灯状態とされる請求項９ないし請求項１１のいずれか１項に
記載のコードレス電話システム。
【請求項１３】
　前記制御管理情報出力手段は、前記親機又は前記子機の少なくともいずれかに設けられ
た、前記機器登録部に登録されている各前記制御対象電気機器の前記制御状態報知情報を
表示出力するための表示ディスプレイである請求項７ないし請求項１２のいずれか１項に
記載のコードレス電話システム。
【請求項１４】
　前記遠隔制御用主装置には、前記制御対象電気機器の製品種別及びメーカー名の少なく
ともいずれかを含む補助特定情報を記憶する補助特定情報記憶部が設けられ、
　前記表示ディスプレイは、前記機器登録部に登録された前記制御対象電気機器と前記制
御状態報知情報とを、前記補助特定情報記憶部から読み出された対応する前記補助特定情
報とともに一覧表示するものである請求項１３記載のコードレス電話システム。
【請求項１５】
　前記機器特定情報をなす機器特定ＩＤを前記制御対象電気機器から前記第二無線通信手
段により受信するとともに、前記機器登録部には該機器特定ＩＤにより前記制御対象電気
機器が登録されてなり、前記補助特定情報記憶部には該機器特定ＩＤと前記制御対象電気
機器の補助特定情報とが互いに対応付けて記憶されてなり、
　前記機器登録部に記憶された機器特定ＩＤに対応する補助特定情報を前記補助特定情報
記憶部から読み出して前記表示ディスプレイに一覧表示するようにした請求項１４記載の
コードレス電話システム。
【請求項１６】
　前記表示ディスプレイは、前記機器登録部に登録された前記制御対象電気機器と前記制
御状態報知情報とを、割り当てられた前記操作ボタンの番号と対応付けて一覧表示するも
のである請求項１４又は請求項１５に記載のコードレス電話システム。
【請求項１７】
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　前記制御管理情報出力手段は、前記親機又は前記子機の少なくともいずれかにおいて、
前記機器登録部に登録されている各前記制御対象電気機器の前記制御状態報知情報を音声
出力するための音声出力部である請求項７ないし請求項１６のいずれか１項に記載のコー
ドレス電話システム。
【請求項１８】
　前記親機側に前記制御状態報知情報を音声情報に変換する音声変換モジュールが設けら
れ、該音声情報を前記第一無線通信網により前記子機側に送信するとともに、前記子機の
前記音声出力部をなすレシーバから前記音声情報を出力させる請求項１７記載のコードレ
ス電話システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明はコードレス電話システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
【特許文献１】特開平１１－６８８９３号公報
【０００３】
　特許文献１には、親機や子機で照明やエアコンなどの家電製品を遠隔操作できるように
したコードレス電話システムが開示されている。具体的には、コードレス電話システムの
通信機能を利用して子機から親機に家電製品制御用の信号を送り、これを受けた親機から
家電製品に赤外線制御信号を出力して、遠隔操作を行なう方式が一例として開示されてい
る。親機と子機との間の通信はＲＦ帯による従来通りのコードレス電話システム用の無線
通信である。家電製品の遠隔操作用に赤外線リモコンが普及しているという屋内インフラ
を利用して、親機周辺の家電製品への赤外線信号送信を、該親機から離れた位置にある（
つまり、赤外線が直接届かない別部屋等にある）子機からも指令することができる。また
、子機に設けられた赤外線送信部からは、子機周辺にある家電製品に制御信号を直接送信
することができるようにもなっている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、上記の発明には、次のような欠点がある。すなわち、家電製品において普及し
ているリモコン操作システムは、リモコンから家電製品側への一方向的な赤外線信号しか
送信できず、現在の家電製品の制御状態等を逆方向の信号送信によりリモコン側で把握す
ることが不可能になっている。その結果、特許文献１の技術においても親機ないし子機か
らは家電製品側へ赤外線信号を一方向的にしか送信しないようになっている。例えば、別
部屋等から子機で家電製品を遠隔操作したい場合、その家電製品の動作状態を目で確かめ
ることができないので、家電製品が希望通りの動作を行っているかどうかを子機側で確認
する手立てがない。例えば赤外線送出部のレンズ汚れ等により家電製品側に赤外線信号が
届いていなかったり、家電製品側不具合により信号受信に失敗していたりしたような場合
は、家電製品が望み通りに制御されない上、その状況をユーザーが把握できないため、遠
隔操作の利点を十分に享受できなくなる惧れがある。
【０００５】
　また、複数の家電製品の遠隔操作に対応する場合も、家電製品側からの情報のフィード
バックがないために、どの家電製品がどのような制御状態にあるかを親機側ないし子機側
で把握ができず、例えばどの家電製品がオンになっていてどの家電製品がオフになってい
るかという単純情報すら得ることができない。従って、遠隔操作を実際に行なう場合でも
、家電製品の電源を一斉にオフにするなど、限られた形態の制御しか行なえず、まして個
々の家電製品の制御状態を把握して所望の制御を個別に行なうことは到底不可能である。
【０００６】
　本発明の課題は、子機又は親機からの家電製品の制御を行なうに際し、家電製品側の制
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御状態を子機又は親機側で確実に把握することができ、より正確できめ細かい遠隔操作が
可能となるコードレス電話システムを提供することにある。
【課題を解決するための手段及び発明の効果】
【０００７】
　上記の課題を解決するために、本発明のコードレス電話システムは、
　親機側無線送受信部と子機側無線送受信部とが構成する第一無線通信手段により双方向
無線接続される親機と子機とを備え、親機と子機との少なくともいずれかが制御対象電気
機器に対する遠隔制御用主装置とされたコードレス電話システムにおいて、
　遠隔制御用主装置に設けられ、電気機器側無線送受信部と双方向無線通信するための、
第一無線通信手段とは別の第二無線通信手段を構成する主装置側副無線送受信部と、
　制御対象電気機器の制御に関与する制御用送信情報を、主装置側副無線送受信部から制
御対象電気機器側へ送出する制御用送信情報送出手段と、
　制御対象電気機器からの制御用送信情報に対応する応答情報を主装置側副無線送受信部
にて受信する応答情報受信手段と、を有し、
　前記制御用送信情報は、前記制御対象電気機器に予め定められた動作を行なうように制
御指令するための動作制御指令情報を含むものであり、前記応答情報は前記動作制御指令
情報に基づく前記制御対象電気機器からの制御結果を反映した制御結果応答情報を含み、
　前記遠隔制御用主装置には、複数の前記制御対象電気機器を機器特定情報と対応付けて
登録する機器登録部と、前記制御用送信情報の送出先となる制御対象電気機器を指定する
ための送出先機器指定情報を取得する送出先機器指定情報取得手段とを備え、
　前記制御用送信情報送出手段は、取得した送出先機器指定情報に基づき前記機器登録部
上にて制御用送信情報の送出先となる制御対象電気機器を特定するとともに、該制御用送
信情報を対応する機器特定情報とともに前記主装置側副無線送受信部から送信する一方、
前記応答情報受信手段は、対応する制御対象電気機器の機器特定情報とともに前記応答情
報を前記主装置側副無線送受信部にて受信するとともに、
　前記送出先機器指定情報取得手段は、前記親機又は前記子機の少なくともいずれかに設
けられた送出先機器指定入力部からの前記制御対象電気機器の選択入力情報を前記送出先
機器指定情報として取得するものであり、
　前記制御状態管理記憶部は前記機器登録部に登録されている前記制御対象電気機器の前
記制御状態報知情報を前記制御管理情報として記憶するものであり、前記応答情報受信手
段が前記制御対象電気機器からの制御結果応答情報を受信することにより、前記制御状態
管理記憶部の該制御対象電気機器に対応する制御状態報知情報を、受信した前記制御結果
応答情報に基づいて更新するものであり、
　前記ダイアル操作部の前記操作ボタンには、個々の操作ボタンに割り当てられた前記制
御対象電気機器の制御状態報知情報を自身の点灯状態により表示出力する発光部が前記制
御管理情報出力手段としてそれぞれ設けられてなることを特徴とする。
【０００８】
　上記本発明の構成によると、親機又は子機が制御対象電気機器（例えば家電製品）の遠
隔制御用主装置としても機能し、親機と子機とを無線接続する第一無線通信手段だけでな
く、制御対象電気機器と該遠隔制御用主装置（親機又は子機）とを接続する通信手段も、
両者を双方向無線接続するための第二無線通信手段として構成した。そして、遠隔制御用
主装置には、該第二無線通信手段上で機能実現する形で、制御用送信情報を制御対象電気
機器側へ送出する制御用送信情報送出手段と、制御対象電気機器からの制御用送信情報に
対応する応答情報を主装置側副無線送受信部にて受信する応答情報受信手段とを設けたの
で、該応答情報に基づいて制御対象電気機器（家電製品）側の制御状態を遠隔制御用主装
置（子機又は親機）側で確実に把握することができ、これを参照して制御対象電気機器の
制御に係る遠隔操作をより正確できめ細かく行なうことが可能となる。
【０００９】
　上記第二無線通信手段をシステムに組み込む関係上、親機又は子機との少なくともいず
れかが、第一無線通信手段用の無線送受信部と、第二無線通信手段用の無線送受信部との
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２つを備えることになる。本明細書では、このうち、第二無線通信手段に使用する親機な
いし子機側、すなわち遠隔制御用主装置側の無線送受信部を「副無線送受信部」と呼んで
区別する。遠隔制御用主装置が親機である場合、遠隔制御用主装置側副無線送受信部は親
機側副無線送受信部となり、遠隔制御用主装置が子機である場合、遠隔制御用主装置側副
無線送受信部は子機側副無線送受信部である。また、親機と子機とに関しては、「副」を
付けずに単に「無線送受信部」と呼ぶ場合は、必ず第一無線通信手段用（つまり、親機／
子機間の無線通信用）のものであることを意味する。他方、遠隔制御用主装置と通信する
電気機器側無線送受信部は本発明の構成要件には属さない。
【００１０】
　従来は制御対象電気機器（家電製品）の赤外線リモコン通信をインフラ利用するために
、コードレス電話システム側においても、その第二無線通信手段として、制御対象電気機
器との通信を一方向の赤外線通信を利用していた。赤外線通信は、通信到達距離が極度に
短く、障害物を透過したり迂回したりする性質もあまり期待できないので、例えば部屋の
内部など、建物壁などによる遮蔽空間内にそのリモコンがある場合、信号を該遮蔽空間外
に送出することは望むべくもない。特に、親機を遠隔制御用主装置として利用する場合、
赤外線通信では、親機と同じ部屋内にある家電製品の制御しかできないし、コードレス電
話システムの構成を利用して親機ないし子機が置かれる各部屋の家電製品を制御できるよ
うにしようとすれば、親機だけでなく子機にもことごとく赤外線信号送出部を設けなけれ
ばならなくなる。また、赤外線通信の場合、情報伝送容量にも限りがある。
【００１１】
　そこで、本発明では、遠隔制御用主装置（親機又は子機）と制御対象電気機器をつなぐ
第二無線通信手段を、マイクロ波帯を用いたスペクトラム拡散方式による双方向近距離無
線ネットワークとして構成することが望ましい。マイクロ波帯を用いた無線通信は赤外線
通信と比較して通信到達距離が長く、一般家屋程度であれば、壁等で仕切られた空間同士
であっても、信号のやり取りが十分可能である。また、スペクトラム拡散方式による双方
向近距離無線を採用することで、情報の送信容量は飛躍的に向上する。例えば、後述のご
とく、双方向通信により遠隔制御用主装置と制御対象電気機器との間でより複雑な制御指
令やその応答情報、あるいは、個々の制御対象電気機器を特定するために、データ長の大
きい機器特定情報（例えば、ＭＡＣアドレスなど）を扱う場合などにおいては、このよう
なスペクトラム拡散方式の採用により情報伝送容量を拡大することが不可欠であるともい
える。
【００１２】
　なお、本発明において「双方向近距離無線ネットワーク」とは、ＩＥＥＥ（Institute 
of Electrical and Electronic Engineers）８０２．１５に規定されたパーソナルエリア
ネットワーク（Personal Area Network：ＰＡＮ）のことをいい、ＢｌｕｅＴｏｏｔｈ（
商標名：標準規格はＩＥＥＥ８０２．１５．１に定められている）やＺｉｇｂｅｅ（商標
名）を本発明に特に好適に採用可能である。
【００１３】
　次に、制御用送信情報は、制御対象電気機器に予め定められた動作を行なうように制御
指令するための動作制御指令情報を含むものであり、応答情報は動作制御指令情報に基づ
く制御対象電気機器からの制御結果を反映した制御結果応答情報を含むものとすることが
できる。遠隔制御用主装置（親機又は子機）から動作制御指令情報を送信して制御対象電
気機器（家電製品）に制御指令を行なうのに対応して、制御対象電気機器からの制御結果
応答情報を受信することで、指令された制御内容に係る結果を確実に把握でき、その制御
結果に応じて遠隔制御用主装置側の以降の対応処理（例えば、制御が正常に終了した場合
はその制御サイクルを完了させ、制御に失敗した場合はリトライを行なったり、あるいは
不具合記録を残したりするなど）も適切に行なうことができる。
【００１４】
　例えば、動作制御指令情報が制御対象電気機器の動作電源のオン又はオフを指令するた
めのものである場合、制御結果応答情報は、制御対象電気機器からの動作電源のオン／オ
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フ制御結果を含むものとすることができる。遠隔制御用主装置（親機又は子機）により、
制御対象電気機器の電源を遠隔操作により簡単にオン／オフでき、かつ、そのオン／オフ
制御が正常に完了したかどうかを制御対象電気機器からの応答情報により把握できる。ま
た、電源の切り忘れや入れ忘れなども防ぎやすい。特に、制御対象電気機器にエアコンや
照明など消し忘れの多い機器が含まれる場合は有効である。
【００１５】
　遠隔制御用主装置には、複数の制御対象電気機器を機器特定情報と対応付けて登録する
機器登録部と、制御用送信情報の送出先となる制御対象電気機器を指定するための送出先
機器指定情報を取得する送出先機器指定情報取得手段とを設けることができる。この場合
、制御用送信情報送出手段は、取得した送出先機器指定情報に基づき機器登録部上にて制
御用送信情報の送出先となる制御対象電気機器を特定するとともに、該制御用送信情報を
対応する機器特定情報とともに主装置側副無線送受信部から送信する一方、応答情報受信
手段は、対応する制御対象電気機器の機器特定情報とともに応答情報を主装置側副無線送
受信部にて受信するものとすることができる。複数の制御対象電気機器が制御対象となる
場合、それらの制御対象電気機器を遠隔制御用主装置の機器登録部に機器特定情報と対応
付けて登録しておくことで、制御用送信情報の送出先となる制御対象電気機器を当該機器
特定情報により確実に特定できる。また、制御対象電気機器からの応答情報を機器特定情
報とともに受信し、登録部にて照合を行なうことで、その応答情報がどの制御対象電気機
器からのものであるかを即座に把握できる。これにより、複数の制御対象電気機器の制御
をスムーズに行なうことができる。なお、機器特定情報としては、例えば制御対象電気機
器の機種毎に固有に付与されている情報であればどのようなものを使用してもよく、例え
ばＭＡＣ（Media Access Control）アドレスを採用することができる。
【００１６】
　親機が遠隔制御用主装置として定められる場合、子機には、送出先機器指定入力部とし
て使用される操作入力部と、該操作入力部からの制御対象電気機器の選択入力情報を第一
無線通信手段により親機に送信する選択入力情報送信手段とを設けることができる。また
、親機には、制御対象電気機器から受信した制御結果応答情報を機器特定情報とともに第
一無線通信手段により子機に送信する制御結果応答情報送信手段を設けることができ、子
機には、該制御結果応答情報の内容を、対応する制御対象電気機器が特定可能な形で出力
する制御結果応答情報出力手段を設けることができる。この方式によると、子機にて、親
機（遠隔制御用主装置）を中継して制御対象電気機器を選んだり、あるいは各制御対象電
気機器からの制御結果応答情報を出力したりすることができるので、親機から離れた位置
（例えば親機とは別部屋）においても、子機により制御対象電気機器の遠隔操作を簡単か
つスムーズに行なうことができる。
【００１７】
　次に、（遠隔制御用主装置（親機又は子機）からの）制御用送信情報は、制御対象電気
機器に対し自身の現在の制御状態を遠隔制御用主装置側に報知するための制御状態報知情
報の送信を要求する報知要求指令情報を含むものとすることができる。この場合、（制御
対象電気機器（家電製品）からの）応答情報は、該報知要求指令情報に対応する制御状態
報知情報とすることができる。そして、親機又は子機に該制御状態報知情報の出力手段を
設けることができる。制御状態報知情報の出力手段は、親機及び子機のうち、遠隔制御用
主装置となるもの（例えば親機）に設けることももちろん可能であるし、該遠隔制御用主
装置とならない装置（例えば子機）についても、該制御状態報知情報を遠隔制御用主装置
から第一無線通信手段により情報送信することで、当該装置から制御状態報知情報を出力
させることが可能である。このように構成することで、所望の制御対象電気機器からいつ
でもその制御状態に係る情報をコードレス電話の子機又は親機側で取得でき、制御対象電
気機器側の制御状態を子機又は親機側で確実に把握することができる。そして、この制御
状態に係る情報の取得を、当該の制御対象電気機器に動作制御指令情報を送信する前に行
なうことで、具体的な動作制御指令内容を決定する上で大いに役立つ。この場合、制御状
態報知情報は制御対象電気機器の動作電源のオン・オフを特定するオン・オフ情報とすれ
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ば、各制御対象電気機器の現在のオン／オフ状況を遠隔操作により容易に把握することが
可能となる。
【００１８】
　遠隔制御用主装置において、応答情報受信手段は複数の制御対象電気機器からの制御状
態報知情報を機器特定情報とともに受信可能とすることができる。また、遠隔制御用主装
置には、受信した制御対象電気機器の制御状態報知情報を機器特定情報と対応付けて制御
管理情報として記憶する制御状態管理記憶部を設けることができる。この場合、親機及び
子機の少なくともいずれかに、制御状態管理記憶部に記憶されている制御管理情報を出力
する制御管理情報出力手段を設けることができる。この制御管理情報出力手段は前述の制
御状態報知情報出力手段の概念に属するもので、遠隔制御用主装置にて集めた各制御対象
電気機器からの制御状態報知情報を機器特定情報と対応付けて制御管理情報として記憶し
、これを親機あるいは子機の制御管理情報出力手段から出力することで、登録されている
複数の制御対象電気機器の制御状態を一括して把握できる。
【００１９】
　例えば、親機が遠隔制御用主装置として定められ、該親機には制御管理情報を子機側に
第一無線通信手段により送信する制御管理情報送信手段を設け、子機には、送信された該
制御管理情報を出力する制御管理情報出力手段を設けることができる。この構成によると
、親機から離れた位置（例えば親機とは別部屋）においても、子機により制御対象電気機
器の制御状態を容易に一括把握することができる。この場合、子機には第一無線通信手段
を介して親機側に制御管理情報の送信を要求する制御管理情報要求手段を設け、前述の（
親機側の）制御管理情報送信手段を、当該送信要求を受信することにより子機へ制御管理
情報を送信するものとして構成することができる。これにより、子機から親機へ制御管理
情報の送信要求操作を送ることで、ユーザーはいつでも希望するタイミングで制御対象電
気機器の制御状態に係る情報を取得することができる。
【００２０】
　次に、前述の機器登録部が設けられる構成の場合、制御状態管理記憶部は機器登録部に
登録されている制御対象電気機器の制御状態報知情報を制御管理情報として記憶するもの
とすることができ、応答情報受信手段が制御対象電気機器からの制御結果応答情報を受信
することにより、制御状態管理記憶部の該制御対象電気機器に対応する制御状態報知情報
を、受信した制御結果応答情報に基づいて更新するものとして構成できる。親機ないし子
機側から制御対象電気機器への何らかの制御アクションが生ずるたびに、制御対象電気機
器からのその制御アクションに対する制御結果応答情報を随時受信し、制御状態管理記憶
部の記憶内容を更新することにより、制御対象電気機器の制御状態に係る最新の情報を常
に把握することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下、本発明の実施の形態を、図面を用いて説明する。
【００２２】
　図１は、本発明の一実施形態を示すコードレス電話システム１の概略構成図である。コ
ードレス電話システム１は、親機５０と子機（複数設けてもよい）１００とを備える。該
コードレス電話システム１においては、親機５０と子機１００との少なくともいずれか、
本実施形態では親機５０が、制御対象電気機器６００に対する遠隔制御用主装置５０Ｍと
して定められる。図３は、親機５０の電気的構成の一例を示すブロック図である。親機５
０は、親機側無線送受信部２、主装置側副無線送受信部（親機側副無線送受信部）３、主
マイコン４、複写部を兼ねるファックス部５の各ブロックがバスライン６により接続され
た構造を有し、親機側無線送受信部２とファックス部５とは、それぞれ回線接続回路５０
６を介して外部電話通信網に接続可能となっている。また、図４は子機１００の電気的構
成の一例を示すブロック図であり、子機側無線送受信部１０２と主マイコン１０４とがバ
スライン６により接続された構造を有する。そして、図１に示すように、親機５０と子機
１００とは、親機側無線送受信部２（図３）と子機側無線送受信部１０２（図４）とから
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なる第一無線通信手段ＭＷにより互いに接続される。
【００２３】
　制御対象電気機器６００は、本実施形態では照明６００Ａ、エアコン６００Ｂ，テレビ
６００Ｃ等の家電製品である。図５は、該制御対象電気機器６００の電気的構成のうち、
本発明に関与する部分を中心に簡略化して示すブロック図であり、主マイコン６０４と電
気機器側無線送受信部３１７とがバスライン６により接続された構造を有し、主マイコン
６０４には各電気機器に固有の本体作動回路７が接続されている。そして、主装置側副無
線送受信部３は電気機器側無線送受信部３１７とともに、図１に示すごとく、遠隔制御用
主装置５０Ｍを制御対象電気機器６００と双方向無線接続するための第一無線通信手段Ｍ
Ｗとは別の第二無線通信手段ＳＷを構成する。
【００２４】
　図３に示すように、遠隔制御用主装置５０Ｍの主マイコン４は家電製品制御管理アプリ
ケーション４０３ｄの実行により、以下の各機能を実現するものである。
・制御用送信情報送出手段：制御対象電気機器６００の制御に関与する制御用送信情報を
、主装置側副無線送受信部３から制御対象電気機器６００側へ送出する。
・応答情報受信手段：制御対象電気機器６００からの制御用送信情報に対応する応答情報
を主装置側副無線送受信部３にて受信する。
【００２５】
　上記明の構成によると、親機５０又は子機１００が制御対象電気機器６００（例えば家
電製品）の遠隔制御用主装置５０Ｍとしても機能し、親機５０と子機１００とを無線接続
する第一無線通信手段ＭＷだけでなく、制御対象電気機器６００と該遠隔制御用主装置５
０Ｍ（親機５０又は子機１００）とを接続する通信手段も、両者を双方向無線接続するた
めの第二無線通信手段ＳＷとして構成した。そして、遠隔制御用主装置５０Ｍには、該第
二無線通信手段ＳＷ上で機能実現する形で、制御用送信情報を制御対象電気機器６００側
へ送出する制御用送信情報送出手段と、制御対象電気機器６００からの制御用送信情報に
対応する応答情報を主装置側副無線送受信部３にて受信する応答情報受信手段とを設けた
ので、該応答情報に基づいて制御対象電気機器６００（家電製品）側の制御状態を遠隔制
御用主装置５０Ｍ（子機１００又は親機５０）側で確実に把握することができ、これを参
照して制御対象電気機器６００の制御に係る遠隔操作をより正確にきめ細かく行なうこと
が可能となる。
【００２６】
　遠隔制御用主装置５０Ｍ（親機５０又は子機１００）と制御対象電気機器６００をつな
ぐ第二無線通信手段ＳＷは、マイクロ波帯を用いたスペクトラム拡散方式による双方向近
距離無線ネットワーク、具体的にはＺｉｇｂｅｅ規格に準拠したものとして構成されてい
る。図１５は、Ｚｉｇｂｅｅのプロトコル階層構成を概略的に示すものである。物理層は
ネットワークの物理的な接続・伝送方式を定めるものであり、具体的には、データと電気
信号の相互変換方式（電圧などの規定）などがこの層に属する。Ｚｉｇｂｅｅの場合、Ｉ
ＥＥＥ８０２．１５．４に物理層の仕様が以下のごとく規定されている。
・２．４ＧＨｚＩＳＭ（Industry Science Medical band）帯に、図１８に示すように、
５ＭＨｚ間隔でＣｈ１１～Ｃｈ２６の計１６チャネルが配置されている。
・ベースバンド信号により搬送波を一次変調するための方式が、１回の変調で複数ビット
を送信する多値変調方式である。具体的には、搬送波の位相と振幅とを各々４段階で変化
させることにより、１変調で１６シンボルの送信を可能としたオフセットＱＰＳＫ（ある
いはπ／４シフトＱＰＳＫ：Quadrature Phase Shift Keying）方式が採用される。図２
０に示すように、Ｉ相（４位相）とＱ相（４位相）の各波形が直交変調器により振幅変調
される直交振幅変調方式（Quadrature Amplitude Modulation：ＱＡＭ；具体的には１６
種類のシンボルを送る１６値ＱＡＭ）が用いられる。図１９に示すように、変調部３１１
（図３、図５）に入力される送信バイナリデータは、その入力順に４ｂｉｔ毎にｓｙｍｂ
ｏｌとして「０Ｈ」～「ＦＨ」の１６種類のシンボルにマッピングされ、さらに各シンボ
ルは対応する３２個のチップデータ（「０」又は「１」）にマッピングされる。送信速度
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は２５０ｋｉｔ／ｓ（４ｂｉｔｓ／ｓｙｍｂｏｌ、３２ｃｈｉｐ／１ｓｙｍｂｏｌ、６２
．５ｂａｕｄ）である。
・ベースバンド信号により一次変調された搬送波を、二次変調により周波数拡散させるス
ペクトラム拡散方式が採用され、その拡散方式が直接拡散方式（Direct Sequence Spectr
um Spread：ＤＳＳＳ）である。
【００２７】
　ＭＡＣ層はフレーム（データの送受信単位）の送受信方法やフレームの形式、誤り検出
方法などを規定するものである。ＩＥＥＥ８０２．１５．４にＭＡＣ層の仕様が以下のご
とく規定されている。
・６４ビットのＭＡＣアドレスの他、ＰＡＮに対して１６ビットのＰＡＮ－ＩＤを設定し
、同一ＰＡＮ－ＩＤ内のデバイスに対して１６ビットのショートアドレスを付加できる。
これにより、ネットワーク上のアドレス管理をより簡素化できる。
・以下の３種類のデバイスタイプを規定する。
‥ネットワーク制御機能を有したネットワークコーディネーター（Network Coordinator
：以下、ＮＣともいう）。
‥ＮＣと同等の機能を有し複数のデバイスとの通信が可能なフルファンクションデバイス
ＦＦＤ（Full Function Device：以下、ＦＦＤともいう）。なお、本明細書では、ＮＣも
広義にＦＦＣの概念に属するものとみなす。
‥ネットワーク制御の機能を持たず、ＦＦＤとの一対一の通信のみ行なうリデュースドフ
ァンクションデバイスＲＦＤ（Reduced Function Device：以下、ＲＦＤともいう）。
【００２８】
・ＣＳＭＡ－ＣＡ（Carrier Sense Multiple Access with Collision Avoidance：搬送波
感知多重アクセス/衝突回避方式）によるチャネルアクセスを用いる。各デバイスは通信
路が一定時間以上継続して空いていることを確認してからデータを送信する。この待ち時
間は最小限の時間にランダムな長さの待ち時間を加えたもので、直前の通信があってから
一定時間後に複数のデバイスが一斉に送信する事態を防止している。実際にデータが正し
く送信されたかは受信側からのアクノリッジ信号が到着するかどうかで判定し、アクノリ
ッジ信号がなければ通信障害があったとみなしてデータの再送信を行なう。
【００２９】
・通信フレーム構造として、図１７に示すようなビーコンを使用したスーパーフレーム構
造を用いている。フレーム先頭にはビーコン信号を埋め込んだビーコンフィールドが置か
れ、フレーム時間長が一定に定められるとともに、各デバイスは、このスーパーフレーム
構造によるデータ信号を途切れなく送出する。この送出により、フレーム時間長をビーコ
ン間隔として、ビーコン信号が一定の時間間隔で送出され、ビーコン同期型ＰＡＮを構築
できる。ビーコン間隔（フレーム時間長）上記のビーコンフィールドに続いて、全てのデ
バイスがアクセス可能なＣＡＰ（Contention Access Period：第一フィールド）、特定の
デバイスが占有してアクセス可能なＣＦＰ（Contention Free Period：第二フィールド）
、全てのデバイスがアクセス禁止となるＩｎａｃｔｉｖｅ期間（第三フィールド）ＰＦに
分割される。また、ＣＦＰはＧＴＳ（Guaranty Time Slot）メカニズムにより７等分され
、通信を優先的に行ないたいデバイス（例えばこれから制御を行なおうとしている家電製
品）へ割り当てることが可能である。図１７においては、ＧＴＳメカニズムにより７等分
された時間区分をＧＴＳ１、ＧＴＳ２にそれぞれ３区分ずつ割り当てたときの配分を示し
ている。この期間を割り当てられたデバイスは優先的にデータ送受信を行なうことができ
る。ＰＡＮ上の全デバイスは、上記のビーコン信号の有り無しを検出し、ビーコン信号が
あれば通信フレームを取得する処理を開始し、ビーコン信号が一定時間以上途切れれば、
スリープモードに入る。
【００３０】
　図１５に戻り、ホストインターフェース層（同期インターフェース層）は、アプリケー
ションを実行するためのホストマイコン（図３の親機５０の場合は主マイコン４、図５の
家電製品（制御対象電気機器６００）ではマイコン６０４）とのデータ通信の同期仕様を
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定めるもので、デバイスの仕様毎に独自に定めることが可能である。例えば、本実施形態
では該デバイス３００ＤとしてＺｉｇｂｅｅ専用の通信用ＬＳＩ（商品名：ＭＬ７０６５
、沖電気（株））を採用しており、ホストインターフェース層はＳＣＩ３１５（Synchron
ous Communication Interface）として構成され、ホストマイコンと同期シリアル送信に
よるデータ送受信を行なうものとなっている。
【００３１】
　また、ネットワーク層は、デバイスが構築するＰＡＮのネットワークトポロジを定義す
るものである。図１６に示すように、複数デバイスとの送受信が可能なＦＦＤ（ＮＣ含む
）同士はメッシュ形ネットワークを構築可能であり、ＦＦＤとＲＦＤとはスター型ネット
ワークを構築可能である。また、アプリケーションインターフェース層は、上位のアプリ
ケーション層に対するネットワーク層側のインターフェース仕様を規定するものである。
本実施形態の場合、遠隔制御用主装置５０Ｍ（親機５０：図３）においてアプリケーショ
ン層は、家電製品制御管理アプリケーション４０３ｄが該当し、制御対象電気機器６００
（図５）においては、遠隔操作用通信アプリケーション６０３ａが該当する。
【００３２】
　以上のごとく、本実施形態にて採用する双方向近距離無線ネットワークＳＷは、主装置
側副無線送受信部３と複数の電気機器側無線送受信部３１７とを各々デバイス特定ＩＤが
付与された単位通信デバイスＵＤとして使用する。そして、その通信プロトコルは以下の
ように要約される。すなわち、ベースバンド信号による搬送波の一次変調をオフセットＱ
ＰＳＫ方式により行ない、スペクトラム拡散のための二次変調を直接スペクトラム拡散方
式により行なう。また、制御用送信情報又は応答情報を被送信情報として、図１７に示す
ごとく、フレーム先頭に配置されビーコン信号が格納されるビーコンフィールドＢＦと、
該ビーコンフィールドＢＦに続いて配置される、単位通信デバイスＵＤの全てがアクセス
可能でありデバイス特定ＩＤが格納される第一フィールドＣＡＰと、該第一フィールドＣ
ＡＰに続いて配置される、デバイス特定ＩＤに対応する単位通信デバイスＵＤのみがアク
セス可能であり被送信情報が格納される第二フィールドＣＦＰと、単位通信デバイスＵＤ
の全てがアクセス禁止とされる第三フィールドＰＦとがこの順で時系列的に配列した通信
フレーム２０に組み込まれる。各単位通信デバイスＵＤのうち送信情報の送信元となるデ
バイスは、該通信フレーム２０を予め定められた一定の時間間隔で繰り返し送出する一方
、残余の単位通信デバイスＵＤは、通信フレーム２０の送出によるビーコン信号を検知す
ることにより通信フレームを取得する処理を開始し、第一フィールドＣＡＰのデバイス特
定ＩＤの内容を解析するとともに、当該デバイス特定ＩＤが自身に対応するものであった
場合にのみ第二フィールドＣＦＰに格納された被送信情報を受信取得する一方、ビーコン
信号が一定時間以上途切れた場合にはスリープモードとなる。なお、スリープモードから
のウェイクアップは、ウェイクアップタイマーにより定期的に繰り返し行なわれる。
【００３３】
　上記のＺｉｇｂｅｅを本発明に採用した場合、例えばＢｌｕｅｔｏｏｔｈ（商標名）を
採用した場合と比べて、以下のような利点を享受することができる。
（１）通信フレームが、フレーム長の比較的小さい（例えば１２７バイト）ビーコン付き
のスーパーフレームを採用しており、ビーコン受信の有無を元に各デバイスがきめ細かい
間欠動作を行なうことができる。動画や音声等を送信するのと異なり、送受信対象となる
制御用送信情報や応答情報はデータ長が比較的小さく、上記のような小さな通信フレーム
でも十分に対応可能である。また、ビーコンフィールドＢＦに続き、全デバイスアクセス
可能な第一フィールドＣＡＰと、特定デバイスだけが優先アクセスできる第二フィールド
ＣＦＰとが隣接して形成され、第一フィールドＣＡＰに機器特定情報を格納すれば、受信
デバイスは、その通信フレームが、自分が向け先になっているかどうかを簡単に確認でき
る。そして、その受信デバイスのみがアクセス可能な第二フィールドＣＦＰに、制御用送
信情報（受信デバイスは制御対象電気機器）や応答情報（受信デバイスは遠隔制御用主装
置）を格納すればよく、屋内に配置される不特定多数の家電製品の集中制御にも適したデ
ータフレーム構造になっている。
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【００３４】
（２）オフセットＱＰＳＫ方式により、一回の変調で１６シンボルという多くのデータビ
ットを送信でき、１フレームの送信に要するステップ数が少なくて済む他、例えばＢｌｕ
ｅｔｏｏｔｈで採用している周波数ホッピング方式よりも単純な直接拡散方式を採用して
おり、かつ、ビット送信レートがＢｌｕｅＴｏｏｔｈの１／３程度なので、アルゴリズム
が非常に単純でありハードウェア構成も大幅に軽量化できる。また、フレーム構造が簡単
であり、ビーコン検出を前提とした単純なプロトコルになっているので、立ち上がりは１
００ｍｓ以下（例えば２０～８０ｍｓ）である。これに対し、立ち上がり処理の重いＢｌ
ｕｅｔｏｏｔｈでは約３ｓ必要なことが知られている。
【００３５】
　上記の特性は、まず、図５のごとく、制御対象電気機器（家電製品）側の無線コントロ
ーラ（リモコン）６１０用のインフラを構築する上で重要な意味をもつ。すなわち、一般
的な家電機器では、操作ボタンを押してから１００～２００ｍｓ以内に何らかの反応を行
なうことが要求される（これ以上は、ユーザーが違和感を感ずる間となって浮かび上がる
ことになる）。上記のＺｉｇｂｅｅの立ち上がり特性は、リモコンの立ち上がり時間（１
００～２００ｍｓ）にも十分に追いつけるし、前述の省電力性から一次電池（例えば単３
型や単４型）で数年は使用継続することができる。他方、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈは立ち上が
り時間がいささか長すぎる欠点があり、リモコン用のインフラとしては魅力が薄い。また
、バッテリー寿命も数時間レベルなので二次電池の使用が不可欠である。
【００３６】
　以上の説明からも明らかな通り、Ｚｉｇｂｅｅを採用した家電機器用リモコンは、従来
の赤外線系の家電機器用リモコンの置き換え候補として位置付けが非常に大きい。そして
Ｚｉｇｂｅｅを利用したリモコン制御型の家電製品（制御対象電気機器）の制御に本発明
を適用しようとした場合、家電製品はＺｉｇｂｅｅによりリモコンと遠隔制御用主装置（
親機又は子機）との少なくとも２つ、すなわち複数デバイスとの通信が可能となるように
構成する必要がある。従って、遠隔制御用主装置５０Ｍ側の主装置側副無線送受信部３（
図３）は、複数の電気機器側無線送受信部３１７（図５）とともにフルファンクションデ
バイスとして構成する必要があり、それらフルファンクションデバイス間でメッシュ型ネ
ットワークを形成する。逆にいえば、主装置側副無線送受信部３をメッシュ型ネットワー
クが形成可能なフルファンクションデバイスとして構成することで、Ｚｉｇｂｅｅを採用
したリモコン操作型家電製品群が自然構築するＰＡＮに、それら家電製品の遠隔操作を拡
張機能として組み入れたコードレス電話システムを容易に適合させることが可能となる。
【００３７】
　以下、図３～図５の各ブロック図について補足説明する。親機５０と子機１００はいず
れもデジタルコードレス電話用のものとして構成されている。図３の親機５０のブロック
図において、親機側無線送受信部２は周知のデジタルコードレス電話に使用されている一
般的な構成であり、高周波アナログフロントエンド部２００Ａとデジタル処理部２００Ｄ
とを有する。高周波アナログフロントエンド部２００Ａは、子機と通信するためのアンテ
ナ２０１と、送受信切り替えのための送受信スイッチ回路２０２を備え、周波数シンセサ
イザ２０７から出力される搬送波信号は、直交変調用ミキサ２０９により送信用の通話ベ
ースバンド信号にて多値変調され、送受信スイッチ回路２０２を介してアンテナ２０１か
ら送信電波として送出される。また、アンテナ２０１からの受信電波は、送受信スイッチ
回路２０２を経てミキサ２０４で搬送波が除去され、ベースバンド信号が抽出される。
【００３８】
　また、デジタル処理部２００Ｄでは、抽出された受信ベースバンド信号波形（アナログ
）が中間周波数フィルタ２０５を経てチャンネルコーデック２０６に入力され、主マイコ
ン４側から指定されたチャンネルより取り出され、通話用音声処理部２１２に入力される
。ここで、受信ベースバンド信号はデジタル符号化されてデジタル音声データとして取り
出され、再びアナログ通話音声波形に変換されて増幅後、レシーバ２１４から音声出力さ
れる。一方、マイク２１５から入力されたアナログ通話音声波形は、通話用音声処理部２
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１２でパルス符号化によりデジタル音声データに変換され、さらにパルス波からなる変調
用の（アナログ）ベースバンド信号波形に変換され、チャンネルコーデック２０６に入力
される。そして、主マイコン４側から指定されたチャンネルより取り出され、ベースバン
ドフィルタ２１０を経て直交変調用ミキサ２０９に入力される。
【００３９】
　なお、符号２１６はハンズフリー音声出力用のスピーカである。また、通話用音声処理
部２１２には、留守番電話用の音声データを保存するための留守電メモリ２１９が接続さ
れている。また、制御情報報知用等に使用する案内音声データを格納した案内音声データ
メモリが音声合成部２１７を介して接続されている。
【００４０】
　ファックス部５は、送受信原稿読取部５０２、受信記録部５０３、画像処理部５０４、
画像送受信用モデム５０５及びそれらの動作制御を司るメーカー制御用マイコン５０１等
により構成されるが、いずれも公知であり、詳細な説明は省略する。
【００４１】
　主マイコン４は、ＣＰＵ４０、ＲＯＭ４０３、ＲＡＭ４０２、ＥＥＰＲＯＭやフラッシ
ュメモリで構成された不揮発性メモリ４０４及び入出力部４０５が内部バスで接続された
構造を有する。ＲＯＭ４０３には、コードレス電話の周知の基本機能を司るアプリケーシ
ョン群、すなわち、外部電話通信網と電話接続するための電話制御アプリケーション４０
３ａ、ファックス部５を制御するためのＦＡＸ制御アプリケーション４０３ｂ、及び第一
無線通信手段による子機１００との通話処理ないし送信処理を司る子機通信アプリケーシ
ョン４０３ｃが搭載されている。さらに、本発明の特徴部となる機能を実現するための家
電製品制御管理アプリケーション４０３ｄも搭載されている。このアプリケーションをＣ
ＰＵ４０にて実行することにより、主マイコン４は、制御用送信情報送出手段、応答情報
受信手段、送出先機器指定情報取得手段、制御管理情報出力手段、制御管理情報送信手段
、制御結果応答情報送信手段、応答情報受信手段の機能を実現する。
【００４２】
　また、不揮発性メモリ４０４には、機器登録部４０４ａ、補助特定情報記憶部４０４ｂ
、制御状態管理記憶部４０４ｆ及びユーザーが通話先等を登録するための電話帳４０４ｃ
などが設けられている。入出力部４０５には、電話回線接続用のオンフック／オフフック
切り替えスイッチ４０７、ダイアル操作部４０８及びその各ボタンの点灯表示を行なうた
めのランプモジュール４０９、液晶ディスプレイからなる表示ディスプレイ４１０、及び
種々の操作スイッチ（ボタン）群４１１が接続されている。
【００４３】
　主装置側副無線送受信部３は、高周波アナログフロントエンド部３００Ａとデジタル処
理部３００Ｄとを有する。デジタル処理部３００Ｄは、ＩＥＥＥ８０２．１５．４に準拠
した、前述のＺｉｇｂｅｅの機能を実現する専用ＬＳＩ（例えば、沖電気工業株式会社製
、ＭＬ７０６５）として構成され、主マイコン４に近い側から、ホストインターフェース
層の機能を担う同期インターフェース部３１５、ＭＡＣ層の機能を担うＭＡＣ部３１４、
物理層の機能を担う物理部（ＰＳＹ部）３１３、及び高周波アナログフロントエンド部３
００Ａとの接続機能を担うＲＦ部３１６を有し、これらがワンチップ化されたものである
（各部の機能は、対応する各層の項目で既に説明済みなので、詳細は略する）。また、Ｒ
Ｆ部３１６は、送信用の変調部３１１、受信用の復調部３０６及びＲＦ制御部３１２とが
相互に接続されたものである。変調部３１１は、一次変調及び二次変調のためのデジタル
処理が施された物理部３１３からのベースバンド信号データをデジタルベースバンド波形
信号に変調する部分であり、波形変調のための情報がＲＦ制御部３１２から入力される。
また、復調部３０６は、受信側にてその逆の動作を行なうものである。
【００４４】
　高周波アナログフロントエンド部３００Ａでは、Ｄ／Ａ変換部３１０で、変調部３１１
からのデジタルベースバンド波形信号をアナログ波形変換し、周波数シンセサイザ３０７
から出力される搬送波信号を該ベースバンド波形信号で変調して送信アンプ３０８及び送
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受信スイッチ回路３０２を経てアンテナ３０１から送信電波として（制御対象電気器側へ
）送出される。一方、また、アンテナ３０１からの受信電波は、送受信スイッチ回路３０
２を経てミキサ３０４で搬送波が除去され、中間周波数フィルタ３０５を経て抽出された
ベースバンド信号が復調部３０６に入力される。
【００４５】
　一方、図４の子機１００においては、子機側無線送受信部１０２を含む電話部分が、親
機側とほとんど同一の電気的構成を有しており、親機と機能的に共通する部分については
同一の符号を付与して詳細な説明は略する。なお、ファックス部や、留守電メモリや音声
合成部など、親機特有の部分は省かれている。また、図４の子機１００は、遠隔制御用主
装置の機能を有さず、制御対象電気機器と直接的な通信を行なわないので、親機５０側の
主装置側副無線送受信部３に相当する部分も省かれている。主マイコン１０４のＲＯＭ１
４０３には、第一無線通信手段による親機５０との通話処理ないし送信処理を司る親機通
信アプリケーション１４０３ａのほか、本発明の特徴部となる機能を実現するための家電
製品制御管理アプリケーション１４０３ｄが搭載されている。このアプリケーションをＣ
ＰＵ１４０１にて実行することにより、主マイコン１０４は、送出先機器指定情報取得手
段、制御管理情報出力手段、制御管理情報送信手段、選択入力情報送信手段、制御結果応
答情報出力手段、制御管理情報出力手段、制御管理情報要求手段の機能を実現する。なお
、子機５０に遠隔制御用主装置の機能を持たせることも可能であり、この場合は、図３の
親機５０と同様の主装置側副無線送受信部３（さらに、機器登録部４０４ａ、補助特定情
報記憶部４０４ｂ）を追加すればよい。
【００４６】
　図５の制御対象電気機器６００においては、電気機器側無線送受信部３１７が図３の親
機５０における主装置側副無線送受信部３と同様のハードウェア構造により設けられてい
る（従って、共通部分には同一の符号を付与して詳細な説明は略する）。また、主マイコ
ン６０４のＲＯＭ６０３には、第二無線通信手段ＳＷにより遠隔制御用主装置と制御用送
信情報ないし応答情報のやり取りを行なうための遠隔操作用通信アプリケーション６０３
ａが格納されている。
【００４７】
　図２は、親機５０と子機１００の外観構成の一例を示すもので、ブロック図にて既に説
明した各部が図示のごときレイアウトで配置されている。親機５０側の符号１１は筐体、
符号１３はレシーバ及びマイクが設けられる受話器である。
【００４８】
　以下、図１のコードレス電話システム１について、より具体的な機能について説明する
。
【００４９】
　図２において、遠隔制御用主装置５０Ｍから制御対象機器６００には、第二通信手段に
より制御用送信情報が送信される。この制御用送信情報が、制御対象電気機器６００に予
め定められた動作を行なうように制御指令するための動作制御指令情報であれば、制御対
象電気機器６００はこれを受信して、当該動作制御指令情報による指令内容を反映した動
作を行なう。例えば、電源のオン／オフに係る指令であれば、機器の電源をオンないしオ
フにする制御を行なう。このほか、エアコンであれば温度や風量の調整を指令する内容と
することもできるし、エアコンやＡＶ機器、浴室用の電機式給湯器などの場合は、指定さ
れた時刻に動作を開始するタイマーセットを指令する内容とすることもできる。
【００５０】
　制御対象電気機器６００は、上記の動作制御指令情報に基づく自身の制御結果を反映し
た制御結果応答情報を指令応答情報として第二通信手段により遠隔制御用主装置５０Ｍに
返す。例えば、動作制御指令情報が制御対象電気機器６００の動作電源のオン又はオフを
指令するためのものである場合、制御結果応答情報は、制御対象電気機器６００からの動
作電源のオン／オフ制御結果を示す情報とされる。
【００５１】
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　図３に示すごとく、遠隔制御用主装置５０Ｍには、複数の制御対象電気機器６００を機
器特定情報７２と対応付けて登録する機器登録部４０４ａが設けられている。また、制御
用送信情報の送出先となる制御対象電気機器６００を指定するための送出先機器指定情報
７１を取得する（送出先機器指定情報取得手段）。そして、取得した送出先機器指定情報
７１に基づき機器登録部４０４ａ上にて制御用送信情報の送出先となる制御対象電気機器
６００を特定し、対応する機器特定情報（例えば、図７の機器特定ＩＤ７２）とともに該
制御用送信情報を主装置側副無線送受信部３から送信する。他方、遠隔制御用主装置５０
Ｍ（親機５０）は、対応する制御対象電気機器６００の機器特定情報７２とともに応答情
報を主装置側副無線送受信部３にて受信する（応答情報受信手段）。機器特定ＩＤは、制
御対象電気機器６００の機種毎に固有に付与されている情報として、ＭＡＣアドレスが採
用されている。
【００５２】
　送出先機器指定情報は、親機５０又は子機１００の少なくともいずれかに設けられた送
出先機器指定入力部からの制御対象電気機器６００の選択入力情報を送出先機器指定情報
７１として取得される。コードレス電話の親機５０ないし子機１００には、ダイアル操作
部４０８（あるいは、その他の操作スイッチ群４１１）が設けられているので、これを送
出先機器指定入力部として流用する構成である。そして、その送出先機器指定入力部から
の入力情報（例えばどのボタンが押されたか）により制御対象電気機器６００を選択する
ことで、コードレス電話の親機５０ないし子機１００にて遠隔操作の対象となる電気機器
を簡単に選択することができる。なお、子機１００のダイアル操作部４０８（あるいは操
作スイッチ群４１１）からの入力情報を送出先機器指定情報として使用する場合、その送
出先機器指定情報を第一の通信手段により子機１００から親機５０に送信する処理が必要
である。
【００５３】
　図７に示すごとく、機器登録部４０４ａは、親機５０又は子機１００に設けられたダイ
アル操作部４０８の操作ボタン４０８ａに制御対象電気機器６００を個別に割り当てる形
で登録を行なうものである。この場合、各操作ボタン４０８ａが送出先機器指定入力部と
して使用されることとなる。例えば、何番のボタンに制御対象電気機器６００を登録した
かを把握していれば、その番号のボタンを操作することで制御対象電気機器６００を容易
に選択することができる。
【００５４】
　本実施形態では、親機５０が遠隔制御用主装置５０Ｍとして定められており、子機１０
０には、送出先機器指定入力部として使用される操作入力部が設けられている。該送出先
機器指定入力部は、具体的にはダイアル操作部４０８が流用される。該操作入力部からの
制御対象電気機器６００の選択入力情報（図７のボタン番号７１）は、第一無線通信手段
ＭＷ（図１）により親機５０に送信される（選択入力情報送信手段）。また、親機５０に
は、制御対象電気機器６００から受信した制御結果応答情報を、機器特定情報（機器特定
ＩＤ）とともに第一無線通信手段ＭＷにより子機１００に送信する（制御結果応答情報送
信手段）。子機１００においては、該制御結果応答情報の内容を、対応する制御対象電気
機器６００が特定可能な形で出力する制御結果応答情報出力手段を、種々の形態にて設け
ることができる。この方式により、子機１００にて、親機５０（遠隔制御用主装置５０Ｍ
）を中継して制御対象電気機器６００を選んだり、あるいは各制御対象電気機器６００か
らの制御結果応答情報を出力したりすることができるので、親機５０から離れた位置（例
えば親機５０とは別部屋）においても、子機１００により制御対象電気機器６００の遠隔
操作を簡単かつスムーズに行なうことができる。制御結果応答情報出力手段は、後述のご
とく、ダイアル操作部４０８と一体化されたランプモジュール４０９や表示ディスプレイ
４１０による視覚出力手段、あるいはレシーバ２１４やハンズフリー用スピーカ２１６（
図４）による音声出力手段として構成できる。
【００５５】
　次に、遠隔制御用主装置５０Ｍ（親機５０又は子機１００）からの制御用送信情報は、
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制御対象電気機器６００に対し自身の現在の制御状態を遠隔制御用主装置５０Ｍ側に報知
するための制御状態報知情報（例えば図７に示す各電気機器のオン／オフ情報７３）の送
信を要求する報知要求指令情報となる場合もある。制御対象電気機器６００（家電製品）
からの応答情報は、該報知要求指令情報に対応する制御状態報知情報とされる。親機５０
ないし子機１００には、該制御状態報知情報の出力手段が設けられる。該出力手段による
制御状態報知情報の出力は、遠隔制御用主装置５０Ｍすなわち親機５０側でもちろん可能
であるし、子機１００においても、該制御状態報知情報を親機（遠隔制御用主装置）５０
から第一無線通信手段ＭＷにより情報送信することで制御状態報知情報を出力させること
が可能である。制御状態報知情報の出力手段は、ここでも親機５０ないし子機１００の、
ダイアル操作部４０８と一体化されたランプモジュール４０９や表示ディスプレイ４１０
による視覚出力手段、あるいはレシーバ２１４やハンズフリー用スピーカ２１６（図４）
による音声出力手段として構成できる。
【００５６】
　遠隔制御用主装置５０Ｍ（親機５０）は、複数の制御対象電気機器６００からの制御状
態報知情報を機器特定情報７２とともに受信する。また、遠隔制御用主装置５０Ｍには、
図７に示すような制御状態管理記憶部４０４ｆが設けられる。制御状態管理記憶部４０４
ｆは、受信した制御対象電気機器６００の制御状態報知情報（ここでは、各機器のオン／
オフ情報７３）を機器特定情報（機器特定ＩＤ７２：ＭＡＣアドレス）と対応付けて制御
管理情報として記憶する。親機５０及び子機１００には、該制御状態管理記憶部４０４ｆ
に記憶されている制御管理情報を出力する制御管理情報出力手段が設けられる（実体は、
制御状態報知情報の出力手段と同様）。本実施形態のごとく、親機５０が遠隔制御用主装
置５０Ｍとして定められている場合は、制御管理情報を該親機５０から子機１００に第一
無線通信手段ＭＷにより送信し（制御管理情報送信手段）、子機１００にて送信された制
御管理情報を出力する。具体的には、子機１００から第一無線通信手段ＭＷを介して親機
５０に制御管理情報の送信を要求する。そして、親機５０では、当該送信要求を受信する
ことにより子機１００へ制御管理情報を送信する。
【００５７】
　次に、図７の制御状態管理記憶部４０４ｆは、機器登録部４０４ａに登録されている制
御対象電気機器６００の、その制御状態報知情報（前述のごとく、例えば各電気機器のオ
ン／オフ情報）を制御管理情報として記憶している。制御対象電気機器６００からの制御
結果応答情報を受信すると、制御状態管理記憶部４０４ｆの該制御対象電気機器６００に
対応する制御状態報知情報は、受信した制御結果応答情報に基づいて更新される。
【００５８】
　次に、親機５０ないし子機１００のダイアル操作部４０８は、その操作ボタン４０８ａ
に、個々の操作ボタン４０８ａに割り当てられた制御対象電気機器６００の制御状態報知
情報７３を自身の点灯状態により表示出力する発光部４０９ａが、前述の制御管理情報出
力手段としてそれぞれ設けられている。発光部４０９ａは操作ボタン４０８ａの内部に内
蔵されるものであり、透光性樹脂からなる操作ボタン４０８ａを透過させる形で発光状態
を視認可能とされている。この構成によると、制御対象電気機器６００を登録した操作ボ
タン４０８ａの発光部４０９ａによる点灯状態により、制御対象電気機器６００の制御状
態を一目で把握することができる。操作ボタン４０８ａに設けられた発光部４０９ａは、
発光パターンの互いに異なる点灯状態により、当該操作ボタン４０８ａに割り当てられた
制御対象電気機器６００の互いに異なる制御状態を識別可能に表示することができる。ま
た、操作ボタン４０８ａに設けられた発光部４０９ａは、複数の発光色を出力可能なもの
を採用することもできる。この場合、発光色の互いに異なる点灯状態により、当該操作ボ
タン４０８ａに割り当てられた制御対象電気機器６００の互いに異なる制御状態を識別可
能に表示するものとすることができる。これらの構成によると、発光部４０９ａの点灯パ
ターンや点灯色を制御する簡単な回路（あるいはソフトウェア）構成により、制御対象電
気機器６００の互いに異なる制御状態を容易に表現することができる。なお、操作ボタン
４０８ａに設けられた発光部４０９ａは、該操作ボタン４０８ａに制御対象電気機器６０
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０が割り当てられていない場合に消灯状態としておくと、どの操作ボタン４０８ａが制御
対象電気機器割当用に開いているかを容易に把握することができる。
【００５９】
　図６は、操作ボタン４０８ａと発光部４０９ａとの回路構成の一例を示すものであり、
親機５０ないし子機１００の主マイコンの入出力部４０５には、操作ボタン４０８ａへの
押圧付勢状態により入出力部４０５への入力レベルを二値に変化させるスイッチが設けら
れ、これらスイッチの入力状態により主マイコン側で操作ボタン４０８ａの押圧操作状態
を認識する。他方、発光部４０９ａは、発光色の異なる複数の発光ダイオード（ここでは
黄色（Ｙ）、赤（Ｒ）及び緑（Ｇ）の三色）からなり、各々、駆動用トランジスタに電流
制限抵抗を介して接続されている。各駆動トランジスタは、入出力部４０５からの制御信
号により各発光ダイオードを独立にオン／オフ駆動する。
【００６０】
　図７の制御状態管理記憶部４０４ｆには、制御対象電気機器６００の機器特定ＩＤ７２
と、割り当てられたボタン番号７１と、制御状態報知情報としての各電気機器６００のオ
ン／オフ情報７３とが互いに対応付けて記憶されている。図１２により、その処理の流れ
を説明する。子機１００から親機５０に予め定められた特定のボタン操作により制御状態
報知情報の要求信号を送信すると（Ｔ１、Ｔ２）、該制御状態管理記憶部４０４ｆの記憶
内容が子機１００側に送信される（Ｒ２）。子機１００は、その内容を参照して、各電気
機器６００に対応する操作ボタン４０８ａの発光部４０９ａを、対応するオン状態ないし
オフ状態を示す予め定められた点灯状態に制御する（Ｔ３）。図１３は、親機５０から制
御状態報知情報を取得した直後の点灯制御状態の一例を示すものであり、１番のボタンに
エアコンが、２番のボタンに照明が、３番のボタンにテレビがそれぞれ登録され、電源オ
ンは赤の連続点灯状態により、電源オフは黄色の点滅点灯状態によりそれぞれ表示を行な
う。また、電気機器が登録されていない操作ボタンは消灯状態とされる。
【００６１】
　制御状態報知情報の出力モードでは、各電気機器に対応する操作ボタンの押下が行なわ
れるたびに、電源のオン／オフを交互に切り替える制御指令情報として送信される。例え
ば、図１３の状態から、例えば電源オンになっているエアコンを電源オフにするためには
、登録されている操作ボタン「１」を押す（図１２：Ｔ４）。この操作ボタン「１」の押
下が検出され、親機５０に第一無線通信手段により送信される（図１２：Ｔ５）。親機５
０ではこれを受け、送信元特定ＩＤ（この場合、親機５０）と、送信先特定ＩＤ（この場
合、エアコンに対応する機器特定ＩＤ「ａｂｃｄ」）と、「電源オフ」の指令内容とが、
図１７の通信フレームに組み込まれ、Ｚｉｇｂｅｅにて構成された第二無線通信手段によ
りＰＡＮ上に送出される（図１２：Ｕ１）。エアコン側ではこれを受け、「電源オフ」の
指令内容を受けて電源オフとする制御を行ない、自身の制御状態が「電源オフ」であるこ
とを示す制御結果応答情報を、送信元特定ＩＤ（この場合、エアコンに対応する機器特定
ＩＤ「ａｂｃｄ」）及び送信先特定ＩＤ（この場合、親機５０）とともに第二無線通信手
段によりＰＡＮ上に送出する（図１２：Ｖ１）。すると、親機５０ではこれを受け、制御
状態管理記憶部４０４ｆ上にて、受け取った送信元特定ＩＤ（つまり、エアコン）に対応
するオン／オフ制御情報７３を「オン」から「オフ」に書き換えるとともに（図１２：Ｒ
２）、その内容を第一無線通信手段により子機１００に送信する（図１２：Ｒ３）。子機
１００ではこれを受け、すでに親機５０から受け取っている制御状態報知情報を同様に書
き換えるとともに、図１４に示すごとく、操作ボタン「１」の発光部を電源オフに対応す
る点灯状態（黄色点滅状態）とする（図１２：Ｔ６）。
【００６２】
　本実施形態では、制御管理情報出力手段として、親機５０又は子機１００の少なくとも
いずれか（本実施形態では双方）に設けられた、機器登録部４０４ａに登録されている各
制御対象電気機器６００の制御状態報知情報７３を表示出力するための表示ディスプレイ
４１０も設けている。これによると、制御対象電気機器６００の登録状態も含めて制御状
態をよりわかりやすくかつ詳細に表示することが可能となる。
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【００６３】
　図３に示すように、遠隔制御用主装置５０Ｍには、制御対象電気機器６００の製品種別
８１及びメーカー名８２の少なくともいずれかを含む補助特定情報８０を記憶する補助特
定情報記憶部４０４ｂが設けられている。図８に示すように、該表示ディスプレイ４１０
は、機器登録部４０４ａに登録された制御対象電気機器６００と制御状態報知情報７３と
を、補助特定情報記憶部４０４ｂから読み出された対応する補助特定情報８０とともに一
覧表示するものとして構成されている。制御対象電気機器６００の製品種別８１やメーカ
ー名８２を（制御対象電気機器６００から第二無線通信手段ＳＷにより）取得して、表示
ディスプレイ４１０に一覧表示することで、例えばどの部屋のどの電子機器６００の制御
状態を表わすものであるかを、表示される製品種別８１やメーカー名８２により容易に思
い出すことができ、遠隔操作の対象となる制御対象電気機器６００を適確に選択する上で
の一助となる。
【００６４】
　この場合、制御対象電気機器６００となる市販家電製品のメーカーや種別は非常に膨大
であり、ユーザーがいちいちそれを調べて登録入力するのは非常に面倒である。そこで、
次のような構成を採用すると、その手間を省くことができる。すなわち、図７に示すよう
に、機器特定情報７２をなす機器特定ＩＤ（例えば前述のＭＡＣアドレス）を制御対象電
気機器６００から第二無線通信手段ＳＷにより受信するとともに、機器登録部４０４ａに
は該機器特定ＩＤにより制御対象電気機器６００を登録しておく。そして、補助特定情報
記憶部４０４ｂには該機器特定ＩＤと制御対象電気機器６００の補助特定情報８０とを互
いに対応付けて記憶しておく（不特定多数の制御対象電気機器６００の機器特定ＩＤと補
助特定情報８０とを記憶した不揮発性メモリ等で構成できる）。表示ディスプレイ４１０
には、機器登録部４０４ａに記憶された機器特定ＩＤに対応する補助特定情報８０を、補
助特定情報記憶部４０４ｂから読み出して一覧表示するようにする。
【００６５】
　この場合、図１３及び図１４に示すように、表示ディスプレイ４１０には、機器登録部
４０４ａに登録された制御対象電気機器６００と制御状態報知情報７３とを、親機５０又
は子機１００に設けられるダイアル操作部４０８において割り当てられた操作ボタン４０
８ａの番号と対応付けて一覧表示することができる。これにより、表示ディスプレイ４１
０の内容からどの操作ボタン４０８ａ（例えば何番のボタン）にどの制御対象電気機器６
００を登録したのを容易に把握でき、より確実でスムーズな遠隔操作が可能となる。
【００６６】
　なお、制御管理情報出力手段は、親機５０又は子機１００の少なくともいずれかにおい
て、機器登録部４０４ａに登録されている各制御対象電気機器６００の制御状態報知情報
を音声出力するための音声出力部とすることもできる。制御状態報知情報を耳で聞き取れ
る形で出力することは電話装置の本質的機能を利用するものであり、理解しやすい利点が
ある。この場合、図３に示すように、親機５０側に制御状態報知情報７３を音声情報に変
換する音声変換モジュール（音声案内データメモリ２１８及び音声合成部２１７）を設け
、該音声情報を第一無線通信網により子機１００側に送信するとともに、子機１００の音
声出力部をなすレシーバ２１４から音声情報を出力させることができる。この構成による
と、制御状態報知情報７３を音声情報に変換する音声変換モジュールを親機５０側に設け
ればよいから、子機１００側の構成の軽量化を図ることができる。
【００６７】
　以下、図１のコードレス電話システム１の動作制御についてフローチャートを用いて説
明する。図９は、親機５０（遠隔制御用主装置５０Ｍ）側での制御対象電気機器検索処理
の流れを示すものである（家電製品管理アプリケーション４０３ｄによる）。Ｓ１で親機
５０の電源をオンにすると、Ｚｉｇｂｅｅのビーコン送出タイマーのカウントを開始する
。他方、制御対象電気機器が存在していると電気機器側送受信部３１７（図５）は定期的
にビーコン信号の送出をしているので、これを検知することで周辺の制御対象電気機器の
存在を認識できる。そこで、Ｓ２では、制御対象電気機器の存在を裏付ける閾レベル以上
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の強度の電波が存在するかどうかを確認する。存在していなければＳ９に進んでビーコン
送出タイマーがタイムアップしていないかを調べ、タイムアップしていなければＳ２に戻
って処理を繰り返す。他方、タイムアップしていればＳ１０に進み、親機５０から存在確
認を要求するためのホストビーコン（通信フレーム）を送出するとともに、Ｓ１１でビー
コン送出タイマーをリセットしてＳ２に返り、Ｓ２以下の処理を繰り返す。
【００６８】
　次に、Ｓ２で閾レベル以上の強度の電波が検出された場合はＳ３に進み、その電波を受
信するとともに、Ｓ４で電波（通信フレーム）の内容を解析する。それがすでに受信して
いる電波内容であればＳ２に戻り、以下の処理を繰り返す。また、すでに受信している電
波内容でなければＳ６に進み、該通信フレームの内容が親機５０の出したホストビーコン
（存在確認）に対する応答になっているかどうかを、例えばアクノリッジ部の内容等によ
り判定する。該応答となっていなければＳ１２に進み、上記通信フレームの送信元の機器
を送出先として特定する形で制御用送信情報を通信フレームに組み込んだホストビーコン
を再送し、Ｓ２に戻る。Ｓ６で該応答になっている場合はＳ７に進み、通信フレームの内
容から送信元の機器を制御対象電気機器として登録を行なう。Ｓ８で親機５０の電源オフ
となるまで上記の処理は繰り返し継続して行なう。
【００６９】
　図１０は、家電製品側の応答処理の流れを示すものである（図５の家電製品管理アプリ
ケーション４０３ｄによる）。Ｓ５１で電源をオンにすると、Ｓ５２では、閾レベル以上
の強度の電波が存在するかどうかを確認する。存在していなければＳ５２で待機する。Ｓ
５２で閾レベル以上の強度の電波が検出された場合はＳ５３に進み、その電波を受信する
とともに、Ｓ５４で電波（通信フレーム）の内容を解析する。それが存在確認用コマンド
であればＳ６０で応答電波を送出し、Ｓ５２に戻って以下の処理を繰り返す。また、制御
用送信情報に対応する制御コマンドであればＳ５７に進み、受け取った制御コマンドの内
容に従って制御内容を実行し、制御実行結果を示す応答情報の電波（通信フレーム）を送
出する。Ｓ５９で親機５０の電源オフとなるまで上記の処理は繰り返し継続して行なう。
【００７０】
　図１１は、機器登録処理の流れを示すものである。機器登録部４０４ａへの制御対象電
気機器の登録を行なう際には、つぎのようなシステム構成を採用すると便利である。すな
わち、遠隔制御用主装置（親機又は子機）から未登録制御対象電気機器に対して該遠隔制
御用主装置への存在応答を、第二無線通信手段を介して要求することにより未登録制御対
象電気機器を検索する未登録制御対象電気機器検索手段と、該存在応答要求に対する未登
録制御対象電気機器からの機器特定情報を含む応答情報を、第二無線通信手段を介して受
信する応答情報受信手段と、当該応答情報に基づいて検索された未登録制御対象電気機器
を対応する機器特定情報により機器登録部へ登録する検索制御対象電気機器登録手段とを
設ける。例えば、図７の場合、空いている操作ボタンに上記検索された未登録制御対象電
気機器を登録するようにすればよい。この処理は、出荷状態の親機５０を初めて使用する
ときや、親機５０をリセットして再立ち上げするときに自動的に実行するとよい。また、
この処理を定期的に繰り返し実行することで、新しい家電製品（未登録制御対象電気機器
）が追加されたときに、その機器登録部４０４ａへの登録を自動的に実行することができ
る。また、検索された電気機器は無条件に登録するようにしてもよいが、一旦検索結果を
表示ディスプレイ４１０等の検索結果表示手段に表示して、そこから登録を希望する機器
のみを選んで登録することも可能である。
【００７１】
　図１１のＳ１０１では親機５０（遠隔制御用主装置５０Ｍ）にて機器スイッチ群４１１
における予め定められた操作によりメニュー選択し、Ｓ１０２でそのメニュー内で機器登
録処理を選択する。すると、上記の検索結果が読み出されるとともに、補助特定情報記憶
部４０４ｂ（図７）を参照して検索結果上の機器特定ＩＤに対応する補助特定情報８０（
図７）を読み出し、図８に示すごとく一覧表示する（図１１：Ｓ１０４）。Ｓ１０５では
登録する電気機器を、操作スイッチ群４１１等を用いて選択し、Ｓ１０６、Ｓ１０７で登
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録先となる操作ボタン４０８ａを（ボタン押下等により）選んで登録することにより、Ｓ
１０８で登録完了となる。
【図面の簡単な説明】
【００７２】
【図１】本発明のコードレス電話システムの概念図。
【図２】親機と子機の一例を示す外観図。
【図３】親機の電気的構成の一例を示すブロック図。
【図４】子機の電気的構成の一例を示すブロック図。
【図５】家電製品側の本発明要部に係る電気的構成の一例を示すブロック図。
【図６】ダイアル操作部とランプモジュールの電気的構成の一例を示す回路図。
【図７】機器登録部、補助特定情報記憶部及び制御状態管理記憶部の概念図。
【図８】表示ディスプレイへの登録機器の一覧出力形態の一例を示す図。
【図９】親機側電気機器検索処理の一例を示すフローチャート。
【図１０】家電製品側応答処理の一例を示すフローチャート。
【図１１】親機側家電製品登録処理の一例を示すフローチャート。
【図１２】親機、子機及び家電製品間の通信による制御処理の一例を示すフローチャート
。
【図１３】子機側での動作説明図。
【図１４】図１３に続く動作説明図。
【図１５】Ｚｉｇｂｅｅのプロトコル階層構成を概略的に示す図。
【図１６】Ｚｉｇｂｅｅにて形成可能なＰＡＮの模式図
【図１７】Ｚｉｇｂｅｅで使用する通信フレームの構成を示す模式図。
【図１８】Ｚｉｇｂｅｅのチャンネル構成説明図。
【図１９】Ｚｉｇｂｅｅで採用される一次変調処理のフロー図。
【図２０】同じく一次変調処理で採用される直交振幅変調のＩ相とＱ相との位相関係を示
す波形図。
【符号の説明】
【００７３】
　１　コードレス電話システム
　２　親機側無線送受信部
　３　主装置側副無線送受信部
　４　主マイコン（制御用送信情報送出手段、応答情報受信手段、送出先機器指定情報取
得手段、制御管理情報出力手段、制御管理情報送信手段、制御結果応答情報送信手段、応
答情報受信手段）
　４０３ｄ　家電製品制御管理アプリケーション（制御用送信情報送出手段、応答情報受
信手段、送出先機器指定情報取得手段、制御管理情報出力手段、制御管理情報送信手段、
制御結果応答情報送信手段、応答情報受信手段）
　ＭＷ　第一無線通信手段
　ＳＷ　第二無線通信手段
　５０　親機
　５０Ｍ　遠隔制御用主装置
　７１　送出先機器指定情報（ボタン番号）
　７２　機器特定ＩＤ（機器特定情報）
　１００　子機
　１０４　主マイコン（送出先機器指定情報取得手段、制御管理情報出力手段、制御管理
情報送信手段、選択入力情報送信手段、制御結果応答情報出力手段、制御管理情報出力手
段、制御管理情報要求手段）
　１４０３ｄ　家電製品制御管理アプリケーション（送出先機器指定情報取得手段、制御
管理情報出力手段、制御管理情報送信手段、選択入力情報送信手段、制御結果応答情報出
力手段、制御管理情報出力手段、制御管理情報要求手段）
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　１０２　子機側無線送受信部
　３１７　電気機器側無線送受信部
　４０４ａ　機器登録部
　４０４ｂ　補助特定情報記憶部
　４０４ｆ　制御状態管理記憶部
　４０８　ダイアル操作部
　４０８ａ　操作ボタン
　４０９ａ　発光部
　４１０　表示ディスプレイ
　６００　制御対象電気機器
　ＵＤ　単位通信デバイス
　ＦＦＤ　フルファンクションデバイス
　ＲＦＤ　リデュースドファンクションデバイス

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】 【図１１】
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【図１２】 【図１３】

【図１４】

【図１５】 【図１６】

【図１７】
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【図１８】

【図１９】

【図２０】
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